
 

 

 

 

「宇治市空き家等対策計画（第２期）」（最終案）について 

 

 

 「宇治市空き家等対策計画（第２期）」（初案）について、市民の皆様からのご

意見を募集いたしましたところ、下記のとおり、ご意見をいただきましたので、

最終案と併せて報告いたします。 

 

 

１．意見募集の結果について 

（１）意見募集期間 

令和５年１２月１日（金）から令和６年１月５日（金） 

  

 （２）意見募集結果 

１）提出者数  ３人 

２）意見数  １１件（うち修正あり２件） 

意見区分 件数 

①計画全般に関すること １件 

②「計画の概要」に関すること ０件 

③「宇治市の空き家を取り巻く現状と課題」に関すること ３件 

④「計画の基本的な考え方」に関すること ０件 

⑤「空き家等対策のテーマと方向性」に関すること １件 

⑥「計画の進捗管理と実施体制」に関すること １件 

⑦その他 ５件 

計 １１件 

 

３）意見等の内容とそれに対する宇治市の考え方   資料１ 

４）「宇治市空き家等対策計画（第２期）」 

最終案と初案の対照表   資料２ 

 

２．「宇治市空き家等対策計画（第２期）」（最終案）について   資料３ 

 

 

令 和 ６ 年 ３ 月 ５ 日 

建設・水道常任委員会資料 

建 設 部 住 宅 課 



意見等の内容とそれに対する宇治市の考え方

No. 区分 ご意見の内容（要約） ご意見に対する宇治市の考え方
修正の
有無

1 全般
少しでも必要な人に家が循環する仕組みがあればもっ
と市が活性化すると感じている。

空き家を利活用することは、空き家対策において重要
なテーマと考えており、これまでから空き家の利活用
に繋がる施策に取り組んでおります。今後も、本計画
に基づき、流通していない空き家の利活用に繋がる多
様な施策に取り組んでまいります。

修正なし

2

宇治市の空
き家を取り
巻く現状と
課題

19ページ「空き家の相談件数における相談者」
空き家の相談件数における相談者とは、空き家所有者
か、近隣住民か。

空き家の相談件数は、空き家等でお困りの近隣住民等
からの相談件数であることから「空き家等に関する」
を「管理不全な空き家等でお困りの近隣住民等から
の」に修正いたします。

修正あり

3

宇治市の空
き家を取り
巻く現状と
課題

19ページ
相談以外に空き家を発見する方法があるのかどうか。

これまでは、近隣住民等からの相談を受けて空き家を
把握していましたが、本計画では、新たに空き家を把
握する方法として、LINE等を活用した連絡システムの
構築に取り組むこととしています。

修正なし

4

宇治市の空
き家を取り
巻く現状と
課題

21ページ「宇治市における空き家等の特徴と課題」
地域コミュニティの希薄化による地域の活力の低下が
指摘されていますが、空き家問題だけでなく福祉や防
災、防犯も課題になっていると思う。

地域の活力低下は、ご指摘のように様々な要因によっ
て生じるものと考えています。本計画は、その要因の
一つである空き家に係る課題解決に向けて策定するも
のです。

修正なし

5
空き家等対
策のテーマ
と方向性

26ページ「①空き家等の発見・情報把握」
LINEを活用した連絡システムの構築とあるが、空き家
等を発見するのは高齢の方が多いと思うので、手間や
時間がかかっても電話や対面で相談を受ける体制も備
えた方がよいのでは。

従来の電話や対面でご相談を受ける体制は継続するこ
とから「窓口や電話でのご相談に加え、」を追記いた
します。

修正あり

6
計画の進捗
管理と実施
体制

34ページ「成果指標」
出前講座等の啓発事業の実施件数目標値が年10件は少
なすぎるのでは。目標設定を上げてほしい。

これまで出前講座等の開催件数の実績は年間1.3件で
あったところ、本計画の目標値を年10件としていま
す。今後、達成状況に応じて適宜見直しいたします。

修正なし

資料１



No. 区分 ご意見の内容（要約） ご意見に対する宇治市の考え方
修正の
有無

7 その他
市が委託した団体が空き家について仲介業務や売買な
どを相談する制度を作ってほしい。ワンストップなら
尚良い。

宇治市に登録している宅地建物取引士を派遣する空き
家等アドバイザー制度を実施しており、今後も継続し
てまいります。なお、初回は無料となります。

修正なし

8 その他

宇治市に住むことを条件とし、空き家のリフォーム
や、空き家の利活用する際に必要となる法的な手続
き、それに係る税金についてなど、様々な相談を受け
られる仕組みを作ってほしい。若い世帯や低所得世帯
が宇治市に住みやすくなり、移住者誘致にもなる。

司法書士、建築士、宅地建物取引士が、専門的な見地
から個別にご相談を受ける空き家等無料相談会を実施
しており、今後も継続してまいります。

修正なし

9 その他
空き家を活用してお試しで宇治市に住んでもらうため
の格安宿泊所として開業するのもよいと思う。

修正なし

10 その他
高齢者のみの世帯が増加しているのなら、空き家を拠
点にした引きこもり防止の居場所機能のある「高齢者
版ファミリーサポートセンター」を運営できないか。

修正なし

11 その他

宇治市が空き家を買い取ってリフォームし、障害者や
高齢者を対象にした生活、自立訓練などを行う場所と
して活用しては。
支援や介護が必要な方には、市と施設が連携して各施
設がデイと夜勤により支援すれば空き家の活用、障害
者の支援、高齢者の見守りにつながる。
安価な家賃で居場所づくりの活用が見込まれる。

修正なし

いただいたご意見は、本計画策定後に施策を検討して
いく中で参考にさせていただきます。



宇治市空き家等対策計画（第２期）　最終案と初案の対照表

修正箇所：

　　・パブリックコメントでの意見反映

No. 最終案 初案 記載ページ

1 19ページ

2 26ページ

第１期計画期間である令和元年度から令和５年９月末までにかけ
て、管理不全な空き家等でお困りの近隣住民等からの相談は合計
374件が寄せられ、相談件数は、令和２年度を除き概ね増加傾向で
す。

窓口や電話でのご相談に加え、市民が空き家等の写真や場所の連
絡といった情報をより簡単に宇治市に提供しやすい仕組みを構築し
ます。

第１期計画期間である令和元年度から令和５年９月末までにかけ
て、空き家等に関する　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　相談は合計
374件が寄せられ、相談件数は、令和２年度を除き概ね増加傾向で
す。

電話や窓口でのご相談に加え、市民が空き家等の写真や場所の連
絡といった情報をより簡単に宇治市に提供しやすい仕組みを構築し
ます。

資料２
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 テーマ１. 発見・解消  

管理不全な空き家等に対する情報収集、対応 

テーマ２. 予 防 

     管理不全な空き家等の発生抑止 

テーマ３. 活 用 

     空き家等の利活用の促進 

 計画の体系図 

第５章 計画の進捗管理と実施体制           …34 

資料編                        …37 

 １．空家等対策の推進に関する特別措置法 

２．宇治市空き家等の適正管理に関する条例 

３．宇治市空き家等対策計画策定委員会 設置要項 

４．宇治市空き家等対策計画策定委員会 委員等名簿 
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第１章 計画の概要 

第１章 計画の概要 

１．計画策定の背景と目的 

 

近年、少子高齢化や人口減少がますます進展する中、全国的に空き家等が増加を続

けており、適切に維持管理されていない空き家等が、雑草や樹木の繁茂、防犯、景観

面など、市民の生活環境に大きな影響を与えることなどが社会問題となっており、宇

治市においても、こうした社会的情勢を背景に、空き家等への対策の重要性が高まっ

ています。 

 

このような中、宇治市では、「空家等対策の推進に関する特別措置法」に基づき、

空き家等に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため、平成31年３月に「宇治市

空き家等対策計画（以下、「第１期計画」という。）」を策定しました。 

 

第１期計画では、「管理不全な空き家等への対応」「管理不全な空き家等の発生抑

止」「流通・利活用の促進」の３つを取組方針に掲げ、管理が不十分な空き家等への

対応のほか、見守りサービスやアドバイザー制度など空き家所有者を対象とした事業

の実施、空き家等の利活用に繋がる各種補助制度の創設など、様々な取組により一定

の成果を上げたところです。 

 

この度、第１期計画の計画期間が令和５年度で終了することから、「宇治市空き家

等対策計画策定委員会」での議論を踏まえ、「宇治市空き家等対策計画（第２期）」

（以下、「第２期計画」という。）を策定します。 

 

第２期計画は、第１期計画に引き続き「空き家等に関する施策を総合的かつ計画的

に推進することにより、公共の福祉の増進と地域の振興に寄与すること」を目的と

し、これまでの取組を着実に進めながら、さらに新たな取組を展開することで、家屋

の所有者・市民・事業者・行政が協力しながら、適正な管理が行われていない空き家

等の発生を抑止し、市民の生活環境の保全を図るとともに、空き家等の利活用に取り

組むものとします。 
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第１章 計画の概要 

２．計画の位置付け 

 

第２期計画は、令和５年 12 月施行の「空家等対策の推進に関する特別措置法（以

下「空家法」という。）」第７条第１項に規定する「空家等対策計画」とし、管理不全

な空き家等の対策に加え、利活用を含む空き家等に関する施策を総合的かつ計画的に

実施するため、国の基本指針に即した計画とします。 

また、本計画は宇治市第６次総合計画を上位計画とし、住宅政策の基本計画であ

る宇治市住宅マスタープラン等の関連計画とも整合を図りつつ各種施策を実施しま

す。 

 

■計画の位置付け 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

宇 治 市 空 き 家 等 対 策 計 画（第２期） 

空家等対策の推進に 

関する特別措置法 

空家等に関する施策を総合的 

かつ計画的に実施するための 

基本的な指針 
宇治市住宅 

マスタープラン 

宇治市第６次総合計画 

宇治市 

まち・ひと・しごと 

創生総合戦略 
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第１章 計画の概要 

3．計画の期間 

 

計画の期間は令和６年度（2024年度）から令和 15年度（2033年度）までの 10年

間とします。 

なお、期間中は、庁内で組織した宇治市空き家等対策推進プロジェクトチーム(注)

において、計画に示した施策内容を推進します。 

また、社会情勢や市民意識の変化、空家法等の関係法令の改正、住宅・土地統計

調査の結果を踏まえ、宇治市空き家等対策計画策定委員会にて、計画の進捗もみな

がら、適宜中間見直しを行います。 

 

(注)空き家等対策を円滑に推進するため、庁内の関係課で構成された 組織  
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第１章 計画の概要 

4．計画の対象 

 

  計画の対象とする空き家等の種類は、空家法第２条第１項に規定された「空家等」、

同法第２条第２項に規定された「特定空家等」、同法第 13 条第１項に規定された「管

理不全空家等」とします。 

 

【空家等】（空家法第２条第１項） 

建築物又はこれに附属する工作物であって居住その他の使用がなされていないこ

とが常態であるもの及びその敷地（立木その他の土地に定着する物を含む。）をいう。

ただし、国又は地方公共団体が所有し、又は管理するものを除く。 

 

【特定空家等】（空家法第２条第２項） 

  そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態又は著しく

衛生上有害となるおそれのある状態、適切な管理が行われていないことにより著しく

景観を損なっている状態その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが

不適切である状態にあると認められる空家等をいう。 

 

【管理不全空家等】（空家法第 13条第１項） 

  空家等が適切な管理が行われていないことによりそのまま放置すれば特定空家等

に該当することとなるおそれのある状態にあると認められる空家等をいう。  

 

 

(注)本計画での空き家等の記載については、原則「空き家等」としますが、法律名や一部の

用語については、空家法に基づき「空家等」と記載します。 
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第２章 宇治市の空き家を取り巻く現状と課題 

第２章 宇治市の空き家を取り巻く現状と課題 

１．住宅・土地統計調査の結果からみる空き家の現状 

 

 （１）全国の住宅と空き家の推移 

全国の総住宅数の推移をみると、昭和 63年の 4,201万戸から平成 30年には 6,242

万戸と 30年間で約 1.49倍の増加となっています。 

また、空き家の総数は、昭和 63年の 394万戸から平成 30年の 849万戸と、30年

間で総住宅数の増加率を上回り、約 2.15倍の増加となっています。 

なお、空き家率についても、上昇を続けており、平成 30年は 13.6%となっていま

す。 

 

全国の住宅と空き家の推移 

昭和６３年 平成５年 平成１０年 平成１５年 平成２０年 平成２５年 平成３０年

総住宅数 4,201 4,588 5,025 5,389 5,759 6,063 6,242

空き家総数 394 448 576 659 757 820 849

空き家率 9.4% 9.8% 11.5% 12.2% 13.1% 13.5% 13.6%
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（万戸）

 

  「各年住宅・土地統計調査(注)結果」（総務省統計局） 

 

（注）全国の世帯の中から無作為に約 17分の 1の世帯を抽出したサンプル調査 
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 第２章 宇治市の空き家を取り巻く現状と課題 

 

（２）京都府の住宅と空き家の推移 

京都府の総住宅数の推移をみると、昭和 63年の 96万戸から平成 30年には 134万

戸と 30年間で約 1.40倍の増加となっています。 

また、空き家の総数は、昭和 63年の 9万 8,000戸から平成 30年の 17万 1,000戸

と 30年間で約 1.74倍の増加と、全国の増加率より低い数値となっています。 

なお、空き家率について、平成 30年は 12.8％と全国の 13.6％を下回っていま

す。 

 

京都府の住宅と空き家の推移 

 

 

 

 

 

 

 

「各年住宅・土地統計調査(注)結果」（総務省統計局） 

 

（注）京都府内の世帯の中から無作為に約 17分の 1の世帯を抽出したサンプル調査 

 

 

 

 

 

 

 

昭和６３年 平成５年 平成１０年 平成１５年 平成２０年 平成２５年 平成３０年

総住宅数 96 102 111 120 127 132 134

空き家総数 9.8 10 13.5 15.3 16.7 17.6 17.1

空き家率 10.2% 9.8% 12.2% 12.8% 13.1% 13.3% 12.8%
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 第２章 宇治市の空き家を取り巻く現状と課題 

 

（３）宇治市の住宅と空き家の推移 

宇治市の総住宅数の推移をみると、昭和 63年の 5万 7,000戸から平成 30年の 8万

2,000戸と 30年間で約 1.44倍の増加となっており、全国や京都府と同程度の数値と

なっています。 

また、空き家の総数は、昭和 63 年の 5,600 戸から平成 30 年の 8,300 戸と 30 年間

で約 1.48倍の増加と、全国や京都府の増加率より低い数値となっています。 

なお、空き家率について、概ね 10％前後で推移しており、平成 30 年は 10.1％と、

全国の 13.6％や京都府の 12.8％と比較すると低く、京都府内の市町村の中でも 8 番

目に低い数値となっています。 

 

宇治市の住宅と空き家の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「各年住宅・土地統計調査(注)結果」（総務省統計局） 

 

（注）宇治市内の世帯の中から無作為に約 17分の 1の世帯を抽出したサンプル調査 

 

 

 

 

昭和６３年 平成５年 平成１０年 平成１５年 平成２０年 平成２５年 平成３０年

総住宅数 5.7 6.4 7.2 7.7 7.8 8.0 8.2

空き家総数 0.56 0.53 0.65 0.78 0.76 0.59 0.83

空き家率 9.8% 8.3% 9.0% 10.1% 9.7% 7.4% 10.1%

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

9.0

（万戸）
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第２章 宇治市の空き家を取り巻く現状と課題 

 

・京都府内の空き家率 

市町村名 平成 25年 平成 30年 

宮津市 19.7％ 27.4％ 

京丹後市 12.8％ 13.7％ 

伊根町 － － 

与謝野町 11.9％ 13.5％ 

福知山市 16.7％ 18.8％ 

舞鶴市 16.5％ 17.6％ 

綾部市 17.5％ 21.0％ 

亀岡市 11.6％ 13.4％ 

南丹市 16.8％ 19.4％ 

京丹波市 － － 

京都市 14.0％ 12.9％ 

向日市 10.5％ 9.0％ 

長岡京市 9.6％ 9.5％ 

大山崎町 9.8％ 12.1％ 

宇治市 7.4％ 10.1％ 

城陽市 9.1％ 8.8％ 

八幡市 9.0％ 9.7％ 

久御山町 － 12.3％ 

井手町 － － 

宇治田原町 － － 

京田辺市 10.0％ 7.0％ 

木津川市 6.6％ 8.1％ 

精華町 8.9％ 7.1％ 

笠置町 － － 

和束町 － － 

南山城村 － － 

京都府全体 13.3％ 12.8％ 

全国 13.5％ 13.6％ 

「各年 住宅・土地統計調査結果」（総務省統計局） 

※住宅・土地統計調査結果は、人口 1万 5 千人以上の市町村のみ公表 
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第２章 宇治市の空き家を取り巻く現状と課題 

２．空き家所有者実態調査の結果 

 

 （１）空き家所有者実態調査の結果（全国） 

  国土交通省住宅局が令和元年 11月～令和２年２月にかけて、平成 30年住宅・土地

統計調査の調査区から無作為に抽出した調査区内において、空き家所有者実態調査を

実施しました。 

  （調査対象数 12,151世帯のうち、有効回答が 5,791世帯、回答率：47.7％） 

 

  空き家の５割超は腐朽・破損があり、別荘や貸家・売却用等以外の「その他」の空

き家では、腐朽・破損がある割合が６割を超えています。 

 

腐朽・破損の状態（利用現況別） 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「令和元年空き家所有者実態調査結果」（国土交通省住宅局） 

 

二次的住宅：残業で遅くなったときに寝泊りするなどで使用する住宅。 

貸家用・売却用：新築・中古を問わず、貸家又は売却のために空き家になっている 

住宅。 

その他    ：二次的住宅・別荘用、賃家用、売却用以外の人が住んでいない住宅。 

例えば、入院などのため長期間不在の住宅など。 
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第２章 宇治市の空き家を取り巻く現状と課題 

 

空き家の管理頻度は、「月に１～数回」の割合が最も大きく、約４割となっていま

す。「その他」の空き家の管理頻度についても、「月に１～数回」の割合が最も大きく

約４割となっています。 

 

管理の頻度（利用現況別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

「令和元年空き家所有者実態調査結果」（国土交通省住宅局） 

 

空き家の所有世帯の７割は、空き家まで１時間以内の場所に居住しているという結果

がでています。「貸家用」や「その他」の空き家を所有している世帯は、比較的近くに

居住している割合が大きく、１時間以内が８割を超えます。 

 

所有世帯の居住地からの所要時間別（利用現況別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「令和元年空き家所有者実態調査結果」（国土交通省住宅局） 
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第２章 宇治市の空き家を取り巻く現状と課題 

 

 今後５年程度の空き家の利用意向は、「空き家にしておく」が約３割、「賃貸・売却」

や「セカンドハウスなどとして利用」がそれぞれ約２割となっています。 

 

今後の利用意向 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「令和元年空き家所有者実態調査結果」（国土交通省住宅局） 

 

空き家にしておく理由は、「物置として必要」が約６割と最も多く、次に「解体費

用をかけたくない」「さら地にしても使い道がない」の順になっています。 

 

空き家にしておく理由 

※上位８項目を掲載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「令和元年空き家所有者実態調査結果」（国土交通省住宅局） 
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第２章 宇治市の空き家を取り巻く現状と課題 

３．宇治市における総人口及び地域別人口の動態 

 

 （１）宇治市における総人口の推移 

  宇治市における総人口の推移をみると、 平成 22年の 189,609人をピークに減少に

転じており、令和２年に 179,630人となっています。 

 

宇治市における総人口の推移 

「各年国勢調査結果」（総務省統計局） 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２年 平成７年 平成１２年 平成１７年 平成２２年 平成２７年 令和２年

総数 177,010 184,830 189,112 189,591 189,609 184,678 179,630

120,000
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160,000

170,000

180,000

190,000
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第２章 宇治市の空き家を取り巻く現状と課題 

  

（２）宇治市における年齢３区分別人口比率の推移 

  宇治市における年齢３区分別人口比率の推移をみると、生産活動の中心となる 15

歳から 64歳までの生産年齢人口が減少傾向にある一方、高齢化が進んでいます。 

65 歳以上の高齢者の比率は、上昇傾向の一途をたどり、令和２年には 30.0％まで

高まっています。 

 

年齢３区分別人口比率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「各年国勢調査結果」（総務省統計局） 

 

 

 

 

 

 

 

平成７年 平成１２年 平成１７年 平成２２年 平成２７年 令和２年

６５歳以上 11.1% 13.9% 17.4% 21.7% 27.3% 30.0%

１５歳～６４歳 73.0% 71.2% 68.1% 63.9% 59.4% 57.8%

１５歳未満 15.9% 14.9% 14.5% 14.4% 13.3% 12.2%

0%
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50%

60%

70%
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１５歳未満 １５歳～６４歳 ６５歳以上
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第２章 宇治市の空き家を取り巻く現状と課題 

  

（３）字別年代別人口比率の推移 

  宇治市における字別の年代別人口比率を、第１期計画期間の初期である平成 31

年４月と令和５年 10月とで比較しました。 

また、地域の特徴から、宇治市を山間地域、団地開発地域、その他住居地域の３

つに分けています（下記の地図参照）。 

次のグラフからは、宇治市全体で高齢化が進行していますが、特に団地開発地域

で 70代の増加が顕著であることが分かります。 

   なお、ここでの団地開発地域とは、大字で区分できる一体的に開発された住宅地

とします。 

 

 

 
（注）次のグラフは字別に、それぞれの年代別の人口比

率を表にしたものです。 

なお、人口比率の最大値は黒色で示しています。 
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第２章 宇治市の空き家を取り巻く現状と課題 

 

・字別年代別人口比率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

山間地域 

その他住居地域 

団地開発地域 

宇治市全体 
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第２章 宇治市の空き家を取り巻く現状と課題 

4．宇治市の地域別の世帯動態と高齢者世帯の割合 

 

  本章３－（３）字別年代別人口比率の推移にて、宇治市全体で高齢化が進行してお

り、特に団地開発地域で 70 代の増加が顕著であることが分かりました。次に、地域

別（宇治市全体、山間地域、団地開発地域、その他住居地域）で、総世帯数、高齢者

のみの世帯、高齢者の単身世帯の割合の推移を比較します。 
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第２章 宇治市の空き家を取り巻く現状と課題 

  

（１）宇治市全体及び地域別の総世帯数に占める高齢者世帯の割合の推移 

  宇治市全体では、近年、総世帯数は横ばいですが、総世帯数に占める高齢者世帯（65

歳以上のみの世帯）の割合は、上昇傾向で、令和２年には 28.2％まで高まっていま

す。単身の高齢者世帯も同じく上昇傾向で、令和２年度は 13.1％となっています。 

  山間地域では、総世帯数が減少する一方、高齢者世帯の割合は上昇傾向です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成17年 平成22年 平成27年 令和2年

総世帯数 69,354 72,817 73,218 73,443

65歳以上のみの世帯率 14.9% 19.3% 24.1% 28.2%

65歳以上単身の世帯率(内数) 6.6% 8.5% 10.5% 13.1%

69,354 

72,817 
73,218 73,443 

14.9%

19.3%

24.1%
28.2%

6.6%
8.5%

10.5%

13.1%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

65,000

67,000

69,000

71,000

73,000

75,000

宇治市全体

「各年国勢調査結果」

（総務省統計局）

平成17年 平成22年 平成27年 令和2年

総世帯数 184 174 174 166

65歳以上のみの世帯率 20.1% 21.8% 23.0% 29.5%

65歳以上単身の世帯率(内数) 10.3% 9.8% 8.0% 12.7%

184 

174 174 

166 

20.1% 21.8% 23.0%

29.5%

10.3% 9.8% 8.0%
12.7%

0.0%
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155

160
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山間地域

「各年国勢調査結果」

（総務省統計局）

（世帯）

（世帯） 



18 

 

第２章 宇治市の空き家を取り巻く現状と課題 

   

団地開発地域では、近年、総世帯数はほぼ横ばいですが、高齢者世帯の割合は増加

傾向で、宇治市全体を上回り、令和２年度で 37.6％となっています。一方、単身の高

齢者世帯の割合は宇治市全体より低く 12.1％です。 

  その他住居地域では、近年、総世帯数は横ばいですが、総世帯数に占める高齢者世

帯及び単身の高齢者世帯の割合は上昇傾向です。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成17年 平成22年 平成27年 令和2年

総世帯数 4,475 4,703 4,650 4,657

65歳以上のみの世帯率 16.1% 21.9% 29.9% 37.6%

65歳以上単身の世帯率(内数) 5.0% 6.7% 8.5% 12.1%

4,475 

4,703 

4,650 4,657 

16.1%

21.9%

29.9%
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団地開発地域

「各年国勢調査結果」

（総務省統計局）

（世帯）

平成17年 平成22年 平成27年 令和2年

総世帯数 64,695 67,940 68,394 68,620

65歳以上のみの世帯率 14.8% 19.1% 23.7% 27.5%

65歳以上単身の世帯率(内数) 6.7% 8.6% 10.7% 13.2%

64,695 

67,940 
68,394 

68,620 

14.8%

19.1%

23.7%

27.5%

6.7%
8.6%

10.7%
13.2%
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その他住居地域

「各年国勢調査結果」

（総務省統計局）

（世帯）
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第２章 宇治市の空き家を取り巻く現状と課題 

5．相談内容からみる宇治市の空き家等の現状 

 

 （１）空き家等の相談件数について 

  第１期計画期間である令和元年度から令和５年９月末までにかけて、管理不全な空

き家等でお困りの近隣住民等からの相談は合計 374件が寄せられ、相談件数は、令和

２年度を除き概ね増加傾向です。 

 

  

  

  

令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 
令和 5年度 

9月末 
合計 

件数 件数 件数 件数 件数 件数 

相談件数 71 67 79 105 52 374 

相
談
内
容
内
訳 

雑草・樹木 37 41 40 60 33 211 

建物 38 22 33 31 19 143 

虫・動物 6 7 9 7 6 35 

防火・防災 4 1 4 4 2 15 

防犯 2 4 2 3 0 11 

その他 6 5 4 13 2 30 

合計 93 80 92 118 62 445 

（注）1つの相談につき、複数の相談内容がある場合があります。 
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第２章 宇治市の空き家を取り巻く現状と課題 

 

（２）空き家等の相談内容について 

  第１期計画期間である令和元年度から令和５年９月末までにかけて、空き家等の主

な相談内容については、「雑草や樹木の繁茂」が 47％と大部分を占めており、次いで

「建物の老朽化や建材・部材の飛散」で 32％、「虫や動物の発生」、「防火・防災面の

不安」、「防犯面の不安」と続いています。 

  なお、その他として「悪臭に関する相談」や「ごみの散乱に関する相談」などがあ

りました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

雑草・樹木

47%

建物

32%

虫・動物

8%

防火・防災

3%

防犯

3%
その他

7%

第1期計画期間の空き家等の相談内容

雑草・樹木 建物 虫・動物 防火・防災 防犯 その他
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第２章 宇治市の空き家を取り巻く現状と課題 

６．宇治市における空き家等の特徴と課題 

 

 近年、全国の空き家総数は、人口減少や少子高齢化の進行を背景に増加傾向にあり、

住宅・土地統計調査(総務省統計局)の推計によれば、総住宅数に占める空き家総数の割

合を示す空き家率も上昇を続けています。 

 

そのような中、宇治市の空き家に係る現状は、同調査の空き家率が、近年は 10％前後

で推移しており、全国平均と比較して低い状況が続いているものの、国勢調査(総務省

統計局)において、総世帯数は横ばいとなっているにも関わらず、65歳以上の高齢者の

みの世帯数が増加を続けていることから、今後、さらなる少子高齢化の進行で、空き家

等の増加が想定されるところです。 

 

空き家等の増加は、建物の腐朽や破損、雑草の繁茂などにより、市民の生活環境に大

きな影響を与えるだけでなく、地域コミュニティの希薄化により地域活力の低下を招く

ことが懸念されます。 

 

また、宇治市を地域区分（14ページ参照）で分けると、第 1期計画期間における字別

年代別の人口比率や、地域別の高齢者世帯の割合から、それぞれの地域で以下の特徴が

あることがわかります。 

・山間地域では、30代以下の世代の人口比率が低く、今後、人口減少が進行すること

による空き家等の増加が懸念されます。 

・団地開発地域では、30 代以下の世代の人口比率が低く、70 代の人口比率が最も高

い一方で、高齢者のみで構成される世帯が、他の地域と比較して特に増加している

ことから、今後、空き家等の増加が懸念されます。 

・その他住居地域では、市街化調整区域を除けば、比較的バランスの取れた人口比率

となっていますが、高齢化は着実に進行しており、特に単身の高齢者世帯の人口比

率が増加しています。 

 

ほかに、空き家所有者実態調査(国土交通省住宅局)によれば、空き家所有者の約３割

が「今後も空き家にしておく」との意向を示しており、「売却・賃貸」など利活用の意

向を持つ所有者の割合を上回る結果となっています。このことから、空き家所有者は利

活用に対して消極的な傾向であることがわかります。 
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第２章 宇治市の空き家を取り巻く現状と課題 

 

 

 

さらに、宇治市での空き家等の相談内容によると、雑草・樹木に関する相談と建物の

老朽化に関する相談が全体の約８割を占めていることから、所有者等が日常的な管理を

行っていない可能性が読み取れます。この背景には、所有者等の空き家等の適正管理に

対する意識の低さが影響していると考えられます。 

 

以上の課題を踏まえ、市民の生活環境に影響を与えるような空き家等の解消及び管理

不全な空き家等の発生抑止に努めるとともに、空き家等の流通を促進し、併せて地域の

活性化のモデルとなるような利活用の取組を支援することで、宇治市のまちとしての魅

力を高める必要があります。 
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第３章 計画の基本的な考え方 

第３章 計画の基本的な考え方 

１．基本的な考え方と主体別の役割 

 

空家法第５条において「空家等の所有者又は管理者（以下所有者等）は、周辺の生活

環境に悪影響を及ぼさないよう、空家等の適切な管理に努める」と定めていることから、

空き家等の管理は、所有者等が適切に行うことが原則です。 

一方で、今後、人口減少や少子高齢化のさらなる進行とともに空き家等の増加が懸念

される中、市民の生活環境維持や地域コミュニティの維持・向上など、宇治市の空き家

等を取り巻く課題に対応していくためには、空き家等を所有者等だけの問題とするので

はなく、地域の問題として捉え、「行政」、「所有者等」、「市民」、「事業者」が、それぞれ

の役割を主体的に担い協働することで、様々な取組をこれまで以上に進めることが必要

です。 

また、各主体の協働を進めるうえでは、宇治市の住宅地における地域ごとの特徴と課

題を十分に踏まえることも重要であり、こうした考えのもと、効果的な空き家等対策を

推進します。 

 

・主体別役割のイメージ図 

 

  

・空き家等の適正な管理 

・空き家等の権利関係の整理 

・空き家等の利活用など 

 

所有者等 行政 

・空き家等に関する情報の発信 

・管理不全な空き家等への対応 

・空き家等の利活用の促進 

など 

 

事業者 
・空き家等の流通・利活用の 

促進 

・専門的な問題への対応 

・空き家所有者等からの相談 

に対する助言など 

市民 

・地域で空き家等の発見 

・空き家等に対する意識の醸成 

など 
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第４章 空き家等対策のテーマと方向性 

第４章 空き家等対策のテーマと方向性 

 

空き家等が発生し、放置される要因やそこから生じる問題は多岐に渡ります。 

また、適正に維持管理されている住宅が管理不全な空き家等に至る間には、「居住中・

使用中の段階」、「空き家等となった段階」、「管理不全な空き家等となった段階」があり、

この段階別に必要な対応は異なるため、それぞれに応じた効果的な対策を講じていく必

要があります。 

さらに、空き家等になってからの期間が長期化すればするほど、問題の解決は困難に

なる傾向があることから、より早期の段階で対策を講じることで、空き家等による問題

の発生を未然に防ぐことが重要です。 

 このことから、本計画を効果的に推進するため、家屋の各段階に応じた３つのテーマ

と、各テーマに即した具体的な施策の方向性を定めます。 

 

３つのテーマ 

テーマ１．発見・解消 ・・・管理不全な空き家等に対する情報収集、対応 

テーマ２．予防 ・・・・・・管理不全な空き家等の発生抑止 

テーマ３．活用 ・・・・・・空き家等の利活用の促進 
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第４章 空き家等対策のテーマと方向性 

 

・家屋の各段階におけるテーマの位置づけ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「居住中・使用中の段階」 

 

 

 

 

 

「空き家等となった段階」 

 

 

 

 

 

「管理不全な空き家等 

となった段階」 
発見・解消 

管理不全な 

空き家等に対する 

情報収集、対応 

活 用 

空き家等の 

利活用の促進 

予 防 

管理不全な 

空き家等の 

発生抑止 



26 

 

第４章 空き家等対策のテーマと方向性 

テーマ１．発見・解消：管理不全な空き家等に対する情報収集、対応 

 

管理不全な空き家等が市民の生活環境に与える影響を最小限にとどめるため、宇治

市が迅速に空き家等の情報を把握できる仕組みを構築します。 

また、空家法を始めとする法令等の改正を注視しながら、所有者等に対し適切な指

導を行うなど、管理不全な空き家等への対応をこれまで以上に推進します。 

さらに、空家法に基づいて、管理不全な空き家等の所有者等には、関係部局と連携

して、文書の送付または職員が訪問して適切な空き家等の管理を促すほか、倒壊等の

おそれがある空き家等は、特定空家等に指定するなど必要な措置を講じます。 

 

方向性① 空き家等の発見・情報把握 

窓口や電話でのご相談に加え、市民が空き家等の写真や場所の連絡といった情報

をより簡単に宇治市に提供しやすい仕組みを構築します。 

また、相談があった空き家等が管理不全な状態にあった場合、登記情報、固定資

産税情報、電力会社等が保有する情報等を活用して所有者等を把握します。 

[今後の施策例] 

・LINEを活用した連絡システムの構築 など 

 

方向性② 法令に基づく対応 

 適切に管理されていない空き家等の所有者等に、文書等で適切な管理を促します。 

 さらに、放置すれば特定空家等に該当するおそれがある空き家等に対しては、空

家法に定める管理不全空家等と判断し、指導等を行います。また、そのまま放置す

れば倒壊等のおそれがあるなど不適切な状態の空き家等については、生活環境の保

全を図るため、関係部局と連携し、特定空家等に指定し、指導を行います。その後、

状況に応じて勧告、命令、行政代執行など、法令に基づいて段階的に必要な措置を

講じます。 

ほかに、空き家所有者等について、相続人がいないなど所有者が不明の場合は、

相続財産清算人制度など、各種制度の活用を検討します。 

[今後の施策例] 

・空家法の改正を踏まえた特定空家等、管理不全空家等への対応 など 
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  第４章 空き家等対策のテーマと方向性 

・管理不全な空き家等への対応のイメージ 

 

現地調査等 

所有者等の調査 

注意喚起の実施 

助言又は指導 

（法第 22条第１項） 

勧告 

（法第 22条第２項） 

命令 

（法第 22条第３項） 

行政代執行 

（法第 22条第９項） 

特定空家等 

所有者等が判明せず、周辺へ

の危険が切迫している場合 

緊急措置 

略式代執行 

相続財産 

清算人制度 

指導 

（法第 13条第１項） 

勧告 

（法第 13条第２項） 

管理不全空家等 

市民・地域からの情報提供 

空家法の改正により、そのまま

放置すれば特定空家等となる

おそれのある「管理不全空家

等」に対して、指導、勧告が可

能になりました。 
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第４章 空き家等対策のテーマと方向性 

テーマ２．予防：管理不全な空き家等の発生抑止 

 

 「居住中・使用中の段階」や「空き家等となった段階」にある家屋の所有者等に対

し、様々な手法により情報提供を行い、意識の醸成を図ることで、管理不全な空き家

等の発生抑止に努めます。 

また、空き家等やその所有者等が抱える様々な課題について、解決につながる手法

の研究・検討を行います。 

 

方向性③ 所有者等へ必要な情報の提供 

市政だより、ホームページ、SNS 等で空き家所有者等に向けて、空き家等見守り

サービスなどの空き家等の管理に関する情報や、利活用に関する情報を発信します。 

また、空き家無料相談会や空き家等アドバイザー制度の実施により、空き家所有

者等が宅地建物取引士や司法書士、建築士といった専門家と直接相談できる機会を

設け、所有者等だけでは解決が難しい課題の解決を図ります。 

 さらに、町内会等向けに市職員・専門家による出前講座を開催し、「居住中・使用

中の段階」や「空き家等となった段階」が、将来、「管理不全な空き家等となった段

階」にならないよう、必要な情報提供を行います。 

[今後の施策例] 

・様々な媒体を活用した補助制度や空き家等見守りサービスなどの情報提供 

・相続登記義務化や相続土地国庫帰属制度など新たな制度の広報 

・無料相談会等の開催や、各種イベントでの啓発ブース出展  など 

 

方向性④ 空き家等の課題解決に係る調査、研究の実施 

  複雑化している空き家等の課題の解決手法を研究、検討する体制を整えます。 

また、令和５年度から令和６年度にかけて、宇治市と大学が共同して空き家発生

のメカニズムについて調査、研究を行っており、研究成果は本計画を進める際に活

用し、よりよい空き家等対策を推進します。 

[今後の施策例] 

・専門家等と宇治市空き家等対策推進プロジェクトチームとの連携 など 
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第４章 空き家等対策のテーマと方向性 

テーマ３．活用：空き家等の利活用の促進 

 

空き家等の利活用に関する情報提供を行うことで、空き家等を地域の資源と捉える

市民意識を醸成します。 

また、地域で空き家等を利活用する取組を支援することで、地域コミュニティの希

薄化を防ぎつつ、地域の活力の維持、向上を図ります。 

さらに、空き家等を利活用したい市民や空き家等を利活用する意思のある所有者等

を対象に、他の施策との効果的な連携のもと、様々な支援を検討・実施します。 

 

方向性⑤ 市民意識の醸成・空き家等のイメージ転換 

   空き家等を適切に管理せずに放置することで、「空き家の老朽化が進行し、倒壊

や破損で第三者に損害を与えた場合、損害賠償を問われる可能性がある」など空き

家等を放置することのデメリットや、空き家等を上手く利活用することで、「空き

家等の資産価値が高まる」、「新築の物件を活用するよりも費用を安価に抑えられる」

などのメリットを、市政だより、ホームページ、SNS等で広報することで、市民の

空き家等に対する意識の醸成を図ります。 

また、補助制度を活用して空き家等を利活用した事例を紹介することで、空き家

等についてプラスのイメージへの転換を図ります。 

[今後の施策例] 

・SNS等の媒体を活用した情報提供の充実 

・空き家等を利活用した事例の紹介 など 

 

方向性⑥ 地域振興やコミュニティの活性化 

空き家等は、有効に利活用することで、新たに地域で集う場を創ることができる

など、地域コミュニティを活性化していくための重要な資源になりえると考えてい

ます。 

そこで、空き家等をサロンやカフェ、子どもの居場所や学童保育を行う子育て支

援施設など新たな人流を生む拠点施設として改修し、地域コミュニティの活性化を

目的とした取組に支援を行います。 

[今後の施策例] 

・空き家等を利活用して地域の交流施設を創る取組への補助 など 
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第４章 空き家等対策のテーマと方向性 

 

 

 

方向性⑦ 子育て世帯への支援 

   子育て支援施策と連携した取組として、宇治市内に居住することを希望する子育

て世帯が、空き家等を利活用して市内で祖父母世帯と三世代で近居を行う際に必要

となる改修費用に対する補助など、さらなる空き家等を利活用した子育てを支援し

ます。 

   また、中宇治地域にて、空き家等を利活用して、景観の保全、良好な住環境の再

生につながる取組を行う団体等を支援することで、まちなみ景観を活かしながら、

子どもが犯罪や事故に巻き込まれることなく、安心して安全に過ごせる子育てにや

さしいまちづくりの推進を図ります。 

[今後の施策例] 

・空き家等を利活用して居住する新婚世帯や多子世帯等への補助 など 

 

方向性⑧ 住宅確保要配慮者への支援 

   高齢者、障害者福祉施設等及び子育て支援施策と連携した取組として、高齢者、

障害者、子育て世帯等の住宅確保要配慮者の入居を拒まない住宅（セーフティネッ

ト住宅）を確保する取組を支援します。 

[今後の施策例] 

・空き家等を住宅確保要配慮者の専用賃貸住宅に改修する費用の補助 など 

 

方向性⑨ 利活用に向けた空き家等の発展的解消 

   まちなみ景観を保全するために、歴史的価値がある空き家等を地域の資源と捉え

て利活用する取組など、空き家等を除却するのではなく、様々な形で利活用するこ

とで発展的に解消する取組を支援します。 

[今後の施策例] 

・空き家等を歴史的なまちなみの保全に利活用する取組への補助 など 
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第４章 空き家等対策のテーマと方向性 

 

 

 

方向性⑩ 地域の特徴や課題に即した空き家等の利活用 

   地域によって、空き家等となる原因は異なります。 

例えば、山間地域では、30代以下の世代の人口比率が低く、人口減少に伴う空き

家等の増加が懸念されます。 

また、団地開発地域では、70代の人口比率が最も高く、さらに高齢者のみで構成

される世帯が他の地域と比較して増加していることから、今後、空き家等の増加が

懸念されます。 

このような地域のそれぞれの特徴を踏まえた空き家等対策を検討します。 

[今後の施策例] 

・空き家所有者等と利用希望者をつなぐ仕組みの構築 

・地域の特性を踏まえた出前講座の開催 など 

 

方向性⑪ 他分野と連携した施策の展開 

   新規創業又は第二創業等に対して支援する創業支援補助金や、昭和 56年５月 31

日以前に建てられた木造住宅等の耐震性を向上させる耐震工事等に対して支援す

る木造住宅耐震改修等事業補助金では、空き家を利活用した場合は、補助額に加算

（空き家加算）を実施しています。 

この空き家加算をはじめ、まちづくりや子育て支援などの他分野の施策と連携し、

空き家等の解消を効果的に進める取組を、宇治市空き家等対策推進プロジェクトチ

ームにて検討します。 

[今後の施策例] 

・他分野の補助制度における空き家加算の創設 など 
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予 防 

発見・解消 

管理不全な 

空き家等に対する

情報収集、対応 

管理不全な 

空き家等の 

発生抑止 

 

第４章 空き家等対策のテーマと方向性 

計画の体系図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

活 用 

空き家等の 

利活用の促進 

 

①空き家等の発見・情報把握 

②法令に基づく対応 

④空き家等の課題解決に係る調査、研究の実施 

③所有者等へ必要な情報の提供 

⑤市民意識の醸成・空き家等のイメージ転換 

 

⑨利活用に向けた空き家等の発展的解消 

⑩地域の特徴や課題に即した空き家等の利活用 

⑥地域振興やコミュニティの活性化  

⑦子育て世帯への支援 

⑧住宅確保要配慮者への支援 

⑪他分野と連携した施策の展開 

テーマ 方 向 性 
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第４章 空き家等対策のテーマと方向性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

LINEを活用した連絡システムの構築 など 

空家法の改正を踏まえた特定空家等、管理不全空家等への対応 など 

様々な媒体を活用した補助制度や空き家等見守りサービスなどの情報提供 

相続登記義務化や相続土地国庫帰属制度など新たな制度の広報 

無料相談会等の開催や、各種イベントでの啓発ブース出展  など 

専門家等と宇治市空き家等対策推進プロジェクトチームとの連携 など 

 

SNS等の媒体を活用した情報提供の充実 

空き家等を利活用した事例の紹介 など 

 

空き家等を利活用して地域の交流施設を創る取組への補助 など 

空き家等を利活用して居住する新婚世帯や多子世帯等への補助 など 

空き家等を住宅確保要配慮者の専用賃貸住宅に改修する費用の補助 など 

 

空き家等を歴史的なまちなみの保全に利活用する取組への補助 など 

空き家所有者等と利用希望者をつなぐ仕組みの構築 

地域の特性を踏まえた出前講座の開催 など 

他分野の補助制度における空き家加算の創設 など 

今後の施策例 
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第５章 計画の進捗管理と実施体制 

第５章 計画の進捗管理と実施体制 

 

（１）成果指標 

各テーマに即した空き家等対策を進めるにあたり、その達成状況を定量的・客観的に

把握するため、以下のとおり成果指標を定めます。達成度及び取組の実施状況を毎年度

確認し、本計画の成果を検証します。 

 

テーマ 指標 直近値(年) 目標値(年) 

（１）発見・解消 

 

管理不全な空き家

等に対する情報収

集、対応 

相談・苦情のあった管理不全な

空き家等の相談内容の解決率 
57.9%(注 1) 

70% 

(直近 3 年平均)   

特定空家等の解決率 －(注 2) 100% 

（２）予防 

 

管理不全な空き家

等の発生抑止 

空き家等アドバイザー制度の 

利用案件数 
10.6件(注 3) 20件  

出前講座等の啓発事業の実施 

件数 
1.3件(注 4) 10件   

（３）活用 

 

空き家等の利活用

の促進 

空き家関連補助金（空き家加算

含む）の利用案件数 
6件(注 5) 10件   

空き家等アドバイザー制度・空

き家無料相談会で、流通・利活用

につながった割合 

－(注 6) 70%  

(注 1)令和２年度から令和４年度に受理し、宇治市が問題有と判断した案件の令和４年度末時点での解決率 

(注 2)令和元年度から令和５年９月まで特定空家等の指定なし 

(注 3)令和元年度から令和５年９月までの利用件数から１年間の平均件数を算出 

(注 4)令和元年度から令和５年９月までの実施件数から１年間の平均件数を算出 

(注 5)令和元年度から令和４年度までの空き家関連補助金の利用件数から１年間の平均件数を算出 

（住宅課８件、他課空き家加算 16件） 

(注 6)記録なし 
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 第５章 計画の進捗管理と実施体制 

 

（２）空き家等の相談窓口の一元化 

空き家所有者等からの相談や、市民からの相談等に迅速に対応するため、住宅課

空き家対策係を空き家総合窓口とし、空き家等全般の相談に応じるほか、内容に応

じて庁内関係部局や関係団体等との連携を図ります。なお、空き地に関する相談

は、環境企画課が窓口となります。 

 

空き家総合窓口の主な業務内容 

 

（３）宇治市空き家等対策推進プロジェクトチーム 

  庁内における連携を緊密かつ持続的なものとするために設置した「宇治市空き家

等対策推進プロジェクトチーム」において、情報の共有化を図りながら進捗を管理

します。 

また、専門家と連携し、テーマごとの成果指標の達成に向け、関係部局が連携し

て効果的な施策を検討・実施していきます。 

 

（４）宇治市空き家等対策計画策定委員会 

成果指標の達成状況を確認し、必要に応じて各施策の効果を検証しながら、計画

策定及び中間見直しなどを行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 空き家等の相談全般に関すること ④ 庁内関係部局との調整等に関する

こと 

② 管理不全な空き家等の措置に関す

ること 

⑤ 関係団体との連携等に関すること 

③ 空き家等の利活用に関すること ⑥ その他、空き家等に関すること 
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１．空家等対策の推進に関する特別措置法（平成二十六年法律第百二十七号） 

 

目次 

第１章 総則（第１条―第８条） 

第２章 空家等の調査（第９条―第１１条） 

第３章 空家等の適切な管理に係る措置（第１２条―第１４条） 

第４章 空家等の活用に係る措置（第１５条―第２１条） 

第５章 特定空家等に対する措置（第２２条） 

第６章 空家等管理活用支援法人（第２３条―第２８条） 

第７章 雑則（第２９条） 

第８章 罰則（第３０条） 

附則 

 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この法律は、適切な管理が行われていない空家等が防災、衛生、景観等の地域

住民の生活環境に深刻な影響を及ぼしていることに鑑み、地域住民の生命、身体又は財

産を保護するとともに、その生活環境の保全を図り、あわせて空家等の活用を促進する

ため、空家等に関する施策に関し、国による基本指針の策定、市町村（特別区を含む。

第十条第二項を除き、以下同じ。）による空家等対策計画の作成その他の空家等に関す

る施策を推進するために必要な事項を定めることにより、空家等に関する施策を総合的

かつ計画的に推進し、もって公共の福祉の増進と地域の振興に寄与することを目的とす

る。 

 

（定義） 

第２条 この法律において「空家等」とは、建築物又はこれに附属する工作物であって

居住その他の使用がなされていないことが常態であるもの及びその敷地（立木その他の

土地に定着する物を含む。第十四条第二項において同じ。）をいう。ただし、国又は地

方公共団体が所有し、又は管理するものを除く。 

２ この法律において「特定空家等」とは、そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危

険となるおそれのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態、適切な管理

が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態その他周辺の生活環境の

保全を図るために放置することが不適切である状態にあると認められる空家等をいう。 
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（国の責務） 

第３条 国は、空家等に関する施策を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。 

２ 国は、地方公共団体その他の者が行う空家等に関する取組のために必要となる情報

の収集及び提供その他の支援を行うよう努めなければならない。 

３ 国は、広報活動、啓発活動その他の活動を通じて、空家等の適切な管理及びその活

用の促進に関し、国民の理解を深めるよう努めなければならない。 

 

（地方公共団体の責務） 

第４条 市町村は、第七条第一項に規定する空家等対策計画の作成及びこれに基づく空

家等に関する対策の実施その他の空家等に関して必要な措置を適切に講ずるよう努め

なければならない。 

２ 都道府県は、第七条第一項に規定する空家等対策計画の作成及び変更並びに実施そ

の他空家等に関しこの法律に基づき市町村が講ずる措置について、当該市町村に対する

情報の提供及び技術的な助言、市町村相互間の連絡調整その他必要な援助を行うよう努

めなければならない。 

 

（空家等の所有者等の責務） 

第５条 空家等の所有者又は管理者（以下「所有者等」という。）は、周辺の生活環境

に悪影響を及ぼさないよう、空家等の適切な管理に努めるとともに、国又は地方公共団

体が実施する空家等に関する施策に協力するよう努めなければならない。 

 

（基本指針） 

第６条 国土交通大臣及び総務大臣は、空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施

するための基本的な指針（以下「基本指針」という。）を定めるものとする。 

２ 基本指針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 空家等に関する施策の実施に関する基本的な事項 

二 次条第一項に規定する空家等対策計画に関する事項 

三 所有者等による空家等の適切な管理について指針となるべき事項 

四 その他空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するために必要な事項 

３ 国土交通大臣及び総務大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更するときは、あら

かじめ、関係行政機関の長に協議するものとする。 

４ 国土交通大臣及び総務大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞

なく、これを公表しなければならない。 
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（空家等対策計画） 

第７条 市町村は、その区域内で空家等に関する対策を総合的かつ計画的に実施するた

め、基本指針に即して、空家等に関する対策についての計画（以下「空家等対策計画」

という。）を定めることができる。 

２ 空家等対策計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 空家等に関する対策の対象とする地区及び対象とする空家等の種類その他の空家

等に関する対策に関する基本的な方針 

二 計画期間 

三 空家等の調査に関する事項 

四 所有者等による空家等の適切な管理の促進に関する事項 

五 空家等及び除却した空家等に係る跡地（以下「空家等の跡地」という。）の活用の

促進に関する事項 

六 特定空家等に対する措置（第二十二条第一項の規定による助言若しくは指導、同条

第二項の規定による勧告、同条第三項の規定による命令又は同条第九項から第十一項ま

での規定による代執行をいう。以下同じ。）その他の特定空家等への対処に関する事項 

七 住民等からの空家等に関する相談への対応に関する事項 

八 空家等に関する対策の実施体制に関する事項 

九 その他空家等に関する対策の実施に関し必要な事項 

３ 前項第五号に掲げる事項には、次に掲げる区域内の区域であって、当該区域内の空

家等の数及びその分布の状況、その活用の状況その他の状況からみて当該区域における

経済的社会的活動の促進のために当該区域内の空家等及び空家等の跡地の活用が必要

となると認められる区域（以下「空家等活用促進区域」という。）並びに当該空家等活

用促進区域における空家等及び空家等の跡地の活用の促進を図るための指針（以下「空

家等活用促進指針」という。）に関する事項を定めることができる。 

一 中心市街地の活性化に関する法律（平成十年法律第九十二号）第二条に規定する中

心市街地 

二 地域再生法（平成十七年法律第二十四号）第五条第四項第八号に規定する地域再生

拠点 

三 地域再生法第五条第四項第十一号に規定する地域住宅団地再生区域 

四 地域における歴史的風致の維持及び向上に関する法律（平成二十年法律第四十号）

第二条第二項に規定する重点区域 

五 前各号に掲げるもののほか、市町村における経済的社会的活動の拠点としての機能

を有する区域として国土交通省令・総務省令で定める区域 

４ 空家等活用促進指針には、おおむね次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 空家等活用促進区域における空家等及び空家等の跡地の活用に関する基本的な事 
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項 

二 空家等活用促進区域における経済的社会的活動の促進のために活用することが必

要な空家等の種類及び当該空家等について誘導すべき用途（第十六条第一項及び第十八

条において「誘導用途」という。）に関する事項 

三 前二号に掲げるもののほか、空家等活用促進区域における空家等及び空家等の跡地

の活用を通じた経済的社会的活動の促進に関し必要な事項 

５ 空家等活用促進指針には、前項各号に掲げる事項のほか、特例適用建築物（空家等

活用促進区域内の空家等に該当する建築物（建築基準法（昭和二十五年法律第二百一号）

第二条第一号に規定する建築物をいう。以下この項及び第九項において同じ。）又は空

家等の跡地に新築する建築物をいう。次項及び第十項において同じ。）について第十七

条第一項の規定により読み替えて適用する同法第四十三条第二項（第一号に係る部分に

限る。次項において同じ。）の規定又は第十七条第二項の規定により読み替えて適用す

る同法第四十八条第一項から第十三項まで（これらの規定を同法第八十七条第二項又は

第三項において準用する場合を含む。第九項において同じ。）の規定のただし書の規定

の適用を受けるための要件に関する事項を定めることができる。 

６ 前項の第十七条第一項の規定により読み替えて適用する建築基準法第四十三条第

二項の規定の適用を受けるための要件（第九項及び第十七条第一項において「敷地特例

適用要件」という。）は、特例適用建築物（その敷地が幅員一・八メートル以上四メー

トル未満の道（同法第四十三条第一項に規定する道路に該当するものを除く。）に二メ

ートル以上接するものに限る。）について、避難及び通行の安全上支障がなく、かつ、

空家等活用促進区域内における経済的社会的活動の促進及び市街地の環境の整備改善

に資するものとして国土交通省令で定める基準を参酌して定めるものとする。 

７ 市町村は、第三項に規定する事項を定めるときは、あらかじめ、当該空家等活用促

進区域内の住民の意見を反映させるために必要な措置を講ずるものとする。 

８ 市町村（地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百五十二条の十九第一項

の指定都市及び同法第二百五十二条の二十二第一項の中核市を除く。）は、第三項に規

定する事項を定める場合において、市街化調整区域（都市計画法（昭和四十三年法律第

百号）第七条第一項に規定する市街化調整区域をいう。第十八条第一項において同じ。）

の区域を含む空家等活用促進区域を定めるときは、あらかじめ、当該空家等活用促進区

域の区域及び空家等活用促進指針に定める事項について、都道府県知事と協議をしなけ

ればならない。 

９ 市町村は、空家等活用促進指針に敷地特例適用要件に関する事項又は第五項の第十

七条第二項の規定により読み替えて適用する建築基準法第四十八条第一項から第十三

項までの規定のただし書の規定の適用を受けるための要件（以下「用途特例適用要件」

という。）に関する事項を記載するときは、あらかじめ、当該事項について、当該空家 
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等活用促進区域内の建築物について建築基準法第四十三条第二項第一号の規定による

認定又は同法第四十八条第一項から第十三項まで（これらの規定を同法第八十七条第二

項又は第三項において準用する場合を含む。第十七条第二項において同じ。）の規定の

ただし書の規定による許可の権限を有する特定行政庁（同法第二条第三十五号に規定す

る特定行政庁をいう。以下この項及び次項において同じ。）と協議をしなければならな

い。この場合において、用途特例適用要件に関する事項については、当該特定行政庁の

同意を得なければならない。 

１０ 前項の規定により用途特例適用要件に関する事項について協議を受けた特定行

政庁は、特例適用建築物を用途特例適用要件に適合する用途に供することが空家等活用

促進区域における経済的社会的活動の促進のためにやむを得ないものであると認める

ときは、同項の同意をすることができる。 

１１ 空家等対策計画（第三項に規定する事項が定められたものに限る。第十六条第一

項及び第十八条第一項において同じ。）は、都市計画法第六条の二の都市計画区域の整

備、開発及び保全の方針及び同法第十八条の二の市町村の都市計画に関する基本的な方

針との調和が保たれたものでなければならない。 

１２ 市町村は、空家等対策計画を定めたときは、遅滞なく、これを公表しなければな

らない。 

１３ 市町村は、都道府県知事に対し、空家等対策計画の作成及び実施に関し、情報の

提供、技術的な助言その他必要な援助を求めることができる。 

１４ 第七項から前項までの規定は、空家等対策計画の変更について準用する。 

 

（協議会） 

第８条 市町村は、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関する協議を行うため

の協議会（以下この条において「協議会」という。）を組織することができる。 

２ 協議会は、市町村長（特別区の区長を含む。以下同じ。）のほか、地域住民、市町

村の議会の議員、法務、不動産、建築、福祉、文化等に関する学識経験者その他の市町

村長が必要と認める者をもって構成する。 

３ 前二項に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、協議会が定める。 

 

第２章 空家等の調査 

（立入調査等） 

第９条 市町村長は、当該市町村の区域内にある空家等の所在及び当該空家等の所有者

等を把握するための調査その他空家等に関しこの法律の施行のために必要な調査を行

うことができる。 
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２ 市町村長は、第二十二条第一項から第三項までの規定の施行に必要な限度において、

空家等の所有者等に対し、当該空家等に関する事項に関し報告させ、又はその職員若し

くはその委任した者に、空家等と認められる場所に立ち入って調査をさせることができ

る。 

３ 市町村長は、前項の規定により当該職員又はその委任した者を空家等と認められる

場所に立ち入らせようとするときは、その五日前までに、当該空家等の所有者等にその

旨を通知しなければならない。ただし、当該所有者等に対し通知することが困難である

ときは、この限りでない。 

４ 第二項の規定により空家等と認められる場所に立ち入ろうとする者は、その身分を

示す証明書を携帯し、関係者の請求があったときは、これを提示しなければならない。 

５ 第二項の規定による立入調査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈し

てはならない。 

 

（空家等の所有者等に関する情報の利用等） 

第１０条 市町村長は、固定資産税の課税その他の事務のために利用する目的で保有す

る情報であって氏名その他の空家等の所有者等に関するものについては、この法律の施

行のために必要な限度において、その保有に当たって特定された利用の目的以外の目的

のために内部で利用することができる。 

２ 都知事は、固定資産税の課税その他の事務で市町村が処理するものとされているも

ののうち特別区の存する区域においては都が処理するものとされているもののために

利用する目的で都が保有する情報であって、特別区の区域内にある空家等の所有者等に

関するものについて、当該特別区の区長から提供を求められたときは、この法律の施行

のために必要な限度において、速やかに当該情報の提供を行うものとする。 

３ 前項に定めるもののほか、市町村長は、この法律の施行のために必要があるときは、

関係する地方公共団体の長、空家等に工作物を設置している者その他の者に対して、空

家等の所有者等の把握に関し必要な情報の提供を求めることができる。 

 

（空家等に関するデータベースの整備等） 

第１１条 市町村は、空家等（建築物を販売し、又は賃貸する事業を行う者が販売し、

又は賃貸するために所有し、又は管理するもの（周辺の生活環境に悪影響を及ぼさない

よう適切に管理されているものに限る。）を除く。以下この条、次条及び第十五条にお

いて同じ。）に関するデータベースの整備その他空家等に関する正確な情報を把握する

ために必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 
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第３章 空家等の適切な管理に係る措置 

（所有者等による空家等の適切な管理の促進） 

第１２条 市町村は、所有者等による空家等の適切な管理を促進するため、これらの者

に対し、情報の提供、助言その他必要な援助を行うよう努めるものとする。 

 

（適切な管理が行われていない空家等の所有者等に対する措置） 

第１３条 市町村長は、空家等が適切な管理が行われていないことによりそのまま放置

すれば特定空家等に該当することとなるおそれのある状態にあると認めるときは、当該

状態にあると認められる空家等（以下「管理不全空家等」という。）の所有者等に対し、

基本指針（第六条第二項第三号に掲げる事項に係る部分に限る。）に即し、当該管理不

全空家等が特定空家等に該当することとなることを防止するために必要な措置をとる

よう指導をすることができる。 

２ 市町村長は、前項の規定による指導をした場合において、なお当該管理不全空家等

の状態が改善されず、そのまま放置すれば特定空家等に該当することとなるおそれが大

きいと認めるときは、当該指導をした者に対し、修繕、立木竹の伐採その他の当該管理

不全空家等が特定空家等に該当することとなることを防止するために必要な具体的な

措置について勧告することができる。 

 

（空家等の管理に関する民法の特例） 

第１４条 市町村長は、空家等につき、その適切な管理のため特に必要があると認める

ときは、家庭裁判所に対し、民法（明治二十九年法律第八十九号）第二十五条第一項の

規定による命令又は同法第九百五十二条第一項の規定による相続財産の清算人の選任

の請求をすることができる。 

２ 市町村長は、空家等（敷地を除く。）につき、その適切な管理のため特に必要があ

ると認めるときは、地方裁判所に対し、民法第二百六十四条の八第一項の規定による命

令の請求をすることができる。 

３ 市町村長は、管理不全空家等又は特定空家等につき、その適切な管理のため特に必

要があると認めるときは、地方裁判所に対し、民法第二百六十四条の九第一項又は第二

百六十四条の十四第一項の規定による命令の請求をすることができる。 

 

第４章 空家等の活用に係る措置 

（空家等及び空家等の跡地の活用等） 

第１５条 市町村は、空家等及び空家等の跡地（土地を販売し、又は賃貸する事業を行 

う者が販売し、又は賃貸するために所有し、又は管理するものを除く。）に関する情報

の提供その他これらの活用のために必要な対策を講ずるよう努めるものとする。 
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（空家等の活用に関する計画作成市町村の要請等） 

第１６条 空家等対策計画を作成した市町村（以下「計画作成市町村」という。）の長

は、空家等活用促進区域内の空家等（第七条第四項第二号に規定する空家等の種類に該

当するものに限る。以下この条において同じ。）について、当該空家等活用促進区域内

の経済的社会的活動の促進のために必要があると認めるときは、当該空家等の所有者等

に対し、当該空家等について空家等活用促進指針に定められた誘導用途に供するために

必要な措置を講ずることを要請することができる。 

２ 計画作成市町村の長は、前項の規定による要請をした場合において、必要があると

認めるときは、その要請を受けた空家等の所有者等に対し、当該空家等に関する権利の

処分についてのあっせんその他の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

 

（建築基準法の特例） 

第１７条 空家等対策計画（敷地特例適用要件に関する事項が定められたものに限る。）

が第七条第十二項（同条第十四項において準用する場合を含む。）の規定により公表さ

れたときは、当該公表の日以後は、同条第六項に規定する特例適用建築物に対する建築

基準法第四十三条第二項第一号の規定の適用については、同号中「、利用者」とあるの

は「利用者」と、「適合するもので」とあるのは「適合するもの又は空家等対策の推進

に関する特別措置法（平成二十六年法律第百二十七号）第七条第十二項（同条第十四項

において準用する場合を含む。）の規定により公表された同条第一項に規定する空家等

対策計画に定められた同条第六項に規定する敷地特例適用要件に適合する同項に規定

する特例適用建築物で」とする。 

２ 空家等対策計画（用途特例適用要件に関する事項が定められたものに限る。）が第

七条第十二項（同条第十四項において準用する場合を含む。）の規定により公表された

ときは、当該公表の日以後は、同条第五項に規定する特例適用建築物に対する建築基準

法第四十八条第一項から第十三項までの規定の適用については、同条第一項から第十一

項まで及び第十三項の規定のただし書の規定中「特定行政庁が」とあるのは「特定行政

庁が、」と、「認め、」とあるのは「認めて許可した場合」と、同条第一項ただし書中「公

益上やむを得ない」とあるのは「空家等対策の推進に関する特別措置法（平成二十六年

法律第百二十七号）第七条第十二項（同条第十四項において準用する場合を含む。）の

規定により公表された同条第一項に規定する空家等対策計画に定められた同条第九項

に規定する用途特例適用要件（以下この条において「特例適用要件」という。）に適合

すると認めて許可した場合その他公益上やむを得ない」と、同条第二項から第十一項ま 

で及び第十三項の規定のただし書の規定中「公益上やむを得ない」とあるのは「特例適 
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用要件に適合すると認めて許可した場合その他公益上やむを得ない」と、同条第十二項

ただし書中「特定行政庁が」とあるのは「特定行政庁が、特例適用要件に適合すると認

めて許可した場合その他」とする。 

 

（空家等の活用の促進についての配慮） 

第１８条 都道府県知事は、第七条第十二項（同条第十四項において準用する場合を含

む。）の規定により公表された空家等対策計画に記載された空家等活用促進区域（市街

化調整区域に該当する区域に限る。）内の空家等に該当する建築物（都市計画法第四条

第十項に規定する建築物をいう。以下この項において同じ。）について、当該建築物を

誘導用途に供するため同法第四十二条第一項ただし書又は第四十三条第一項の許可（い

ずれも当該建築物の用途の変更に係るものに限る。）を求められたときは、第七条第八

項の協議の結果を踏まえ、当該建築物の誘導用途としての活用の促進が図られるよう適

切な配慮をするものとする。 

２ 前項に定めるもののほか、国の行政機関の長又は都道府県知事は、同項に規定する

空家等対策計画に記載された空家等活用促進区域内の空家等について、当該空家等を誘

導用途に供するため農地法（昭和二十七年法律第二百二十九号）その他の法律の規定に

よる許可その他の処分を求められたときは、当該空家等の活用の促進が図られるよう適

切な配慮をするものとする。 

 

（地方住宅供給公社の業務の特例） 

第１９条 地方住宅供給公社は、地方住宅供給公社法（昭和四十年法律第百二十四号）

第二十一条に規定する業務のほか、空家等活用促進区域内において、計画作成市町村か

らの委託に基づき、空家等の活用のために行う改修、当該改修後の空家等の賃貸その他

の空家等の活用に関する業務を行うことができる。 

２ 前項の規定により地方住宅供給公社が同項に規定する業務を行う場合における地

方住宅供給公社法第四十九条の規定の適用については、同条第三号中「第二十一条に規

定する業務」とあるのは、「第二十一条に規定する業務及び空家等対策の推進に関する

特別措置法（平成二十六年法律第百二十七号）第十九条第一項に規定する業務」とする。 

 

（独立行政法人都市再生機構の行う調査等業務） 

第２０条 独立行政法人都市再生機構は、独立行政法人都市再生機構法（平成十五年法

律第百号）第十一条第一項に規定する業務のほか、計画作成市町村からの委託に基づき、

空家等活用促進区域内における空家等及び空家等の跡地の活用により地域における経

済的社会的活動の促進を図るために必要な調査、調整及び技術の提供の業務を行うこと 

ができる。 
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（独立行政法人住宅金融支援機構の行う援助） 

第２１条 独立行政法人住宅金融支援機構は、独立行政法人住宅金融支援機構法（平成

十七年法律第八十二号）第十三条第一項に規定する業務のほか、市町村又は第二十三条

第一項に規定する空家等管理活用支援法人からの委託に基づき、空家等及び空家等の跡

地の活用の促進に必要な資金の融通に関する情報の提供その他の援助を行うことがで

きる。 

 

第５章 特定空家等に対する措置 

第２２条 市町村長は、特定空家等の所有者等に対し、当該特定空家等に関し、除却、

修繕、立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置（そのまま放

置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態又は著しく衛生上有害とな

るおそれのある状態にない特定空家等については、建築物の除却を除く。次項において

同じ。）をとるよう助言又は指導をすることができる。 

２ 市町村長は、前項の規定による助言又は指導をした場合において、なお当該特定空

家等の状態が改善されないと認めるときは、当該助言又は指導を受けた者に対し、相当

の猶予期限を付けて、除却、修繕、立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図るた

めに必要な措置をとることを勧告することができる。 

３ 市町村長は、前項の規定による勧告を受けた者が正当な理由がなくてその勧告に係

る措置をとらなかった場合において、特に必要があると認めるときは、その者に対し、

相当の猶予期限を付けて、その勧告に係る措置をとることを命ずることができる。 

４ 市町村長は、前項の措置を命じようとする場合においては、あらかじめ、その措置

を命じようとする者に対し、その命じようとする措置及びその事由並びに意見書の提出

先及び提出期限を記載した通知書を交付して、その措置を命じようとする者又はその代

理人に意見書及び自己に有利な証拠を提出する機会を与えなければならない。 

５ 前項の通知書の交付を受けた者は、その交付を受けた日から五日以内に、市町村長

に対し、意見書の提出に代えて公開による意見の聴取を行うことを請求することができ

る。 

６ 市町村長は、前項の規定による意見の聴取の請求があった場合においては、第三項

の措置を命じようとする者又はその代理人の出頭を求めて、公開による意見の聴取を行

わなければならない。 

７ 市町村長は、前項の規定による意見の聴取を行う場合においては、第三項の規定に

よって命じようとする措置並びに意見の聴取の期日及び場所を、期日の三日前までに、

前項に規定する者に通知するとともに、これを公告しなければならない。 
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８ 第六項に規定する者は、意見の聴取に際して、証人を出席させ、かつ、自己に有利

な証拠を提出することができる。 

９ 市町村長は、第三項の規定により必要な措置を命じた場合において、その措置を命

ぜられた者がその措置を履行しないとき、履行しても十分でないとき又は履行しても同

項の期限までに完了する見込みがないときは、行政代執行法（昭和二十三年法律第四十

三号）の定めるところに従い、自ら義務者のなすべき行為をし、又は第三者をしてこれ

をさせることができる。 

１０ 第三項の規定により必要な措置を命じようとする場合において、過失がなくてそ

の措置を命ぜられるべき者（以下この項及び次項において「命令対象者」という。）を

確知することができないとき（過失がなくて第一項の助言若しくは指導又は第二項の勧

告が行われるべき者を確知することができないため第三項に定める手続により命令を

行うことができないときを含む。）は、市町村長は、当該命令対象者の負担において、

その措置を自ら行い、又はその命じた者若しくは委任した者（以下この項及び次項にお

いて「措置実施者」という。）にその措置を行わせることができる。この場合において

は、市町村長は、その定めた期限内に命令対象者においてその措置を行うべき旨及びそ

の期限までにその措置を行わないときは市町村長又は措置実施者がその措置を行い、当

該措置に要した費用を徴収する旨を、あらかじめ公告しなければならない。 

１１ 市町村長は、災害その他非常の場合において、特定空家等が保安上著しく危険な

状態にある等当該特定空家等に関し緊急に除却、修繕、立木竹の伐採その他周辺の生活

環境の保全を図るために必要な措置をとる必要があると認めるときで、第三項から第八

項までの規定により当該措置をとることを命ずるいとまがないときは、これらの規定に

かかわらず、当該特定空家等に係る命令対象者の負担において、その措置を自ら行い、

又は措置実施者に行わせることができる。 

１２ 前二項の規定により負担させる費用の徴収については、行政代執行法第五条及び

第六条の規定を準用する。 

１３ 市町村長は、第三項の規定による命令をした場合においては、標識の設置その他

国土交通省令・総務省令で定める方法により、その旨を公示しなければならない。 

１４ 前項の標識は、第三項の規定による命令に係る特定空家等に設置することができ

る。この場合においては、当該特定空家等の所有者等は、当該標識の設置を拒み、又は

妨げてはならない。 

１５ 第三項の規定による命令については、行政手続法（平成五年法律第八十八号）第

三章（第十二条及び第十四条を除く。）の規定は、適用しない。 

１６ 国土交通大臣及び総務大臣は、特定空家等に対する措置に関し、その適切な実施

を図るために必要な指針を定めることができる。 

１７ 前各項に定めるもののほか、特定空家等に対する措置に関し必要な事項は、国 
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土交通省令・総務省令で定める。 

 

第６章 空家等管理活用支援法人 

（空家等管理活用支援法人の指定） 

第２３条 市町村長は、特定非営利活動促進法（平成十年法律第七号）第二条第二項に

規定する特定非営利活動法人、一般社団法人若しくは一般財団法人又は空家等の管理若

しくは活用を図る活動を行うことを目的とする会社であって、次条各号に掲げる業務を

適正かつ確実に行うことができると認められるものを、その申請により、空家等管理活

用支援法人（以下「支援法人」という。）として指定することができる。 

２ 市町村長は、前項の規定による指定をしたときは、当該支援法人の名称又は商号、

住所及び事務所又は営業所の所在地を公示しなければならない。 

３ 支援法人は、その名称若しくは商号、住所又は事務所若しくは営業所の所在地を変

更するときは、あらかじめ、その旨を市町村長に届け出なければならない。 

４ 市町村長は、前項の規定による届出があったときは、当該届出に係る事項を公示し

なければならない。 

 

（支援法人の業務） 

第２４条 支援法人は、次に掲げる業務を行うものとする。 

一 空家等の所有者等その他空家等の管理又は活用を行おうとする者に対し、当該空家

等の管理又は活用の方法に関する情報の提供又は相談その他の当該空家等の適切な管

理又はその活用を図るために必要な援助を行うこと。 

二 委託に基づき、定期的な空家等の状態の確認、空家等の活用のために行う改修その

他の空家等の管理又は活用のため必要な事業又は事務を行うこと。 

三 委託に基づき、空家等の所有者等の探索を行うこと。 

四 空家等の管理又は活用に関する調査研究を行うこと。 

五 空家等の管理又は活用に関する普及啓発を行うこと。 

六 前各号に掲げるもののほか、空家等の管理又は活用を図るために必要な事業又は事

務を行うこと。 

 

（監督等） 

第２５条 市町村長は、前条各号に掲げる業務の適正かつ確実な実施を確保するため必

要があると認めるときは、支援法人に対し、その業務に関し報告をさせることができる。

２ 市町村長は、支援法人が前条各号に掲げる業務を適正かつ確実に実施していないと

認めるときは、支援法人に対し、その業務の運営の改善に関し必要な措置を講ずべき 

ことを命ずることができる。 
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３ 市町村長は、支援法人が前項の規定による命令に違反したときは、第二十三条第一

項の規定による指定を取り消すことができる。 

４ 市町村長は、前項の規定により指定を取り消したときは、その旨を公示しなければ

ならない。 

 

（情報の提供等） 

第２６条 国及び地方公共団体は、支援法人に対し、その業務の実施に関し必要な情報

の提供又は指導若しくは助言をするものとする。 

２ 市町村長は、支援法人からその業務の遂行のため空家等の所有者等を知る必要があ

るとして、空家等の所有者等に関する情報（以下この項及び次項において「所有者等関

連情報」という。）の提供の求めがあったときは、当該空家等の所有者等の探索に必要

な限度で、当該支援法人に対し、所有者等関連情報を提供するものとする。 

３ 前項の場合において、市町村長は、支援法人に対し所有者等関連情報を提供すると

きは、あらかじめ、当該所有者等関連情報を提供することについて本人（当該所有者等

関連情報によって識別される特定の個人をいう。）の同意を得なければならない。 

４ 前項の同意は、その所在が判明している者に対して求めれば足りる。 

 

（支援法人による空家等対策計画の作成等の提案） 

第２７条 支援法人は、その業務を行うために必要があると認めるときは、市町村に対

し、国土交通省令・総務省令で定めるところにより、空家等対策計画の作成又は変更を

することを提案することができる。この場合においては、基本指針に即して、当該提案

に係る空家等対策計画の素案を作成して、これを提示しなければならない。 

２ 前項の規定による提案を受けた市町村は、当該提案に基づき空家等対策計画の作成

又は変更をするか否かについて、遅滞なく、当該提案をした支援法人に通知するものと

する。この場合において、空家等対策計画の作成又は変更をしないこととするときは、

その理由を明らかにしなければならない。 

 

（市町村長への要請） 

第２８条 支援法人は、空家等、管理不全空家等又は特定空家等につき、その適切な管

理のため特に必要があると認めるときは、市町村長に対し、第十四条各項の規定による

請求をするよう要請することができる。 

２ 市町村長は、前項の規定による要請があった場合において、必要があると認めると

きは、第十四条各項の規定による請求をするものとする。 

３ 市町村長は、第一項の規定による要請があった場合において、第十四条各項の規 
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定による請求をする必要がないと判断したときは、遅滞なく、その旨及びその理由を、

当該要請をした支援法人に通知するものとする。 

 

第７章 雑則 

第２９条 国及び都道府県は、市町村が行う空家等対策計画に基づく空家等に関する対

策の適切かつ円滑な実施に資するため、空家等に関する対策の実施に要する費用に対す

る補助、地方交付税制度の拡充その他の必要な財政上の措置を講ずるものとする。 

２ 国及び地方公共団体は、前項に定めるもののほか、市町村が行う空家等対策計画に

基づく空家等に関する対策の適切かつ円滑な実施に資するため、必要な税制上の措置そ

の他の措置を講ずるものとする。 

 

第８章 罰則 

第３０条 第二十二条第三項の規定による市町村長の命令に違反した者は、五十万円以

下の過料に処する。 

２ 第九条第二項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は同項の規定

による立入調査を拒み、妨げ、若しくは忌避した者は、二十万円以下の過料に処する。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から起算して三月を超えない範囲内において政令で定める日

から施行する。ただし、第九条第二項から第五項まで、第十四条及び第十六条の規定は、

公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。 

 

（検討） 

２ 政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、この法律の施行の状況を

勘案し、必要があると認めるときは、この法律の規定について検討を加え、その結果に

基づいて所要の措置を講ずるものとする。 

 

附 則 （令和五年六月一四日法律第五〇号） 抄 

（施行期日） 

第１条 この法律は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定め

る日から施行する。ただし、附則第三条の規定は、公布の日から施行する。 

 

（経過措置） 

第２条 地方自治法の一部を改正する法律（平成二十六年法律第四十二号）附則第二 
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条に規定する施行時特例市に対するこの法律による改正後の空家等対策の推進に関す

る特別措置法（以下この条において「新法」という。）第七条第八項及び第十八条第一

項の規定の適用については、新法第七条第八項中「及び同法」とあるのは「、同法」と、

「中核市」とあるのは「中核市及び地方自治法の一部を改正する法律（平成二十六年法

律第四十二号）附則第二条に規定する施行時特例市」とする。 

２ 新法第二十二条第十項及び第十二項（同条第十項に係る部分に限る。）の規定は、

この法律の施行の日（以下この条及び附則第六条において「施行日」という。）以後に

新法第二十二条第十項後段の規定による公告を行う場合について適用し、施行日前にこ

の法律による改正前の空家等対策の推進に関する特別措置法（次項において「旧法」と

いう。）第十四条第十項後段の規定による公告を行った場合については、なお従前の例

による。 

３ 新法第二十二条第十一項及び第十二項（同条第十一項に係る部分に限る。）の規定

は、施行日以後に同条第二項の規定による勧告を行う場合について適用し、施行日前に

旧法第十四条第二項の規定による勧告を行った場合については、なお従前の例による。 

 

（政令への委任） 

第３条 前条に定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置（罰則に関す

る経過措置を含む。）は、政令で定める。 

 

（検討） 

第４条 政府は、この法律の施行後五年を目途として、この法律による改正後の規定に

ついて、その施行の状況等を勘案して検討を加え、必要があると認めるときは、その結

果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。 
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２．宇治市空き家等の適正管理に関する条例 

 

(目的) 

第 1条 この条例は、空き家等の適正な管理に関し必要な事項を定めることにより、市

民の安全で安心なまちづくり及び生活環境の保全の推進に寄与することを目的とす

る。 

 

(定義) 

第 2条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 

(1) 空き家等 本市の区域内に所在する建築物(当該建築物に附属する工作物を含

む。)で、現に使用されていない状態又はこれに類する状態にあるもの及びその敷地

をいう。 

(2) 管理不全な状態 次のいずれかに該当する状態をいう。 

ア 倒壊若しくは破損又は建築材料等の飛散により、人の生命、身体又は財産に危害を

及ぼすおそれがある状態 

イ 不特定の者が侵入すること等により、火災又は犯罪が誘発されるおそれがある状態 

ウ 樹木若しくは雑草の繁茂又は衛生害虫の発生により、周囲の生活環境の保全に支障

を及ぼすおそれがある状態 

(3) 所有者等 空き家等を所有し、又は管理する者をいう。 

 

(所有者等の責務) 

第 3条 所有者等は、空き家等が管理不全な状態にならないよう適正に管理しなければ

ならない。 

 

(市の責務) 

第 4条 市は、所有者等及び自治会その他の団体が行う空き家等の適正な管理について

必要な支援を行うことに努めなければならない。 

 

(調査) 

第 5条 市長は、空き家等が適正に管理されていないと認めるときは、当該空き家等の 
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状態、所有者等の情報その他必要な事項について、職員に調査をさせることができる。 

2 市長は、前項の調査をする場合において必要があると認めるときは、必要な場所に

職員を立ち入らせ、調査をさせることができる。 

3 前項の規定により立入調査をする職員は、立入調査職員証を携帯し、関係人の請求

があつたときは、これを提示しなければならない。 

4 第 2 項の規定による立入調査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈し

てはならない。 

 

(助言及び指導) 

第 6条 市長は、前条第 1項の調査により、空き家等が管理不全な状態にあると認める

ときは、所有者等に対し、当該管理不全な状態を解消するために必要な措置を講ずる

よう助言し、又は指導することができる。 

 

(勧告) 

第 7条 市長は、前条の規定による助言又は指導を行つたにもかかわらず、なお空き家

等が管理不全な状態であると認めるときは、所有者等に対し、相当の期限を定めて当

該管理不全な状態を解消するために必要な措置を講ずるよう勧告することができる。 

 

(命令) 

第 8条 市長は、前条の規定による勧告に従わないとき、又は空き家等が著しく管理不

全な状態であると認めるときは、所有者等に対し、相当の期限を定めて当該管理不全

な状態を解消するために必要な措置を講ずるよう命ずることができる。 

 

(公表) 

第 9条 市長は、前条の規定による命令を受けた所有者等が正当な理由なく当該命令に

従わないときは、次の各号に掲げる事項を公表することができる。 

(1) 命令に従わない所有者等の住所及び氏名(法人にあつては、主たる事務所の所在地、

名称及び代表者の氏名) 

(2) 命令に係る空き家等の所在地 

(3) 命令の内容 
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2 市長は、前項の規定による公表をしようとするときは、あらかじめ命令を受けた所

有者等に、意見を述べる機会を与えなければならない。 

 

 (代執行) 

第 10 条 市長は、第 8 条の規定による命令を受けた所有者等が、当該命令に従わない

場合において、他の手段によつてその履行を確保することが困難であり、かつ、その

不履行を放置することが著しく公益に反すると認められるときは、行政代執行法(昭

和 23 年法律第 43 号)の定めるところにより、自ら管理不全な状態を解消するために

必要な措置を講じ、又は第三者にこれを講じさせ、その費用を当該所有者等から徴収

することができる。 

 

(緊急措置) 

第 11 条 市長は、過失がなくて所有者等を確知することができない場合において、空

き家等の管理不全な状態に起因して、人の生命、身体又は財産に危害を及ぼすことが

明らかな状態にあり、かつ、当該状態を緊急に回避する必要があると認めるときは、

自ら当該状態を緊急に回避するために必要な最低限度の措置(以下「緊急措置」とい

う。)を講じ、又は第三者にこれを講じさせることができる。 

2 前項の規定により緊急措置を講ずる者は、緊急措置職員証を携帯し、関係人の請求

があつたときは、これを提示しなければならない。 

3 市長は、緊急措置を講じた後に所有者等が判明したときは、当該緊急措置に要した

費用を当該所有者等から徴収することができる。 

 

(京都府宇治警察署その他関係機関に対する協力要請) 

第 12 条 市長は、空き家等の管理不全な状態を解消するために必要があると認めると

きは、京都府宇治警察署その他関係機関に対し、協力を求めるものとする。 

 

(委任) 

第 13条 この条例に定めるもののほか必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

この条例は、平成 27年 1月 1日から施行する。 
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３．宇治市空き家等対策計画策定委員会 設置要項 

 

（目的及び設置） 

第１条 空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律第１２７号）第６条

第１項の規定に基づき、宇治市における空き家等対策計画（以下「計画」という。）を

策定するため、宇治市空き家等対策計画策定委員会（以下「委員会」という。）を設置

する。 

 

（所掌事務） 

第２条 委員会は次に掲げる事項について、協議及び検討を行う。 

（１）計画の策定に関する事項 

（２）その他計画に関し市長が必要と認める事項 

 

（組織） 

第３条 委員会は次の各号に規定する者のうちから市長が委嘱する。 

（１）学識経験者 

（２）関係団体の従事者 

（３）その他市長が適当と認める者 

 

（会長及び副会長） 

第４条 委員会は、会長、副会長及び委員をもって組織する。 

２ 会長は、委員の互選により定め、副会長は会長が指名する。 

３ 会長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

４ 副会長は、会長を補佐するとともに、会長に事故があるとき又は会長が欠けたと

きは、その職務を代理する。 

 

（委員の任期） 

第５条 委員の任期は、市長が委嘱する日から令和６年３月３１日までとする。 

 

（会議） 

第６条 委員会の会議は、会長が招集し、会長が議長となる。 
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２ 会長は、必要があると認めるときは、委員以外の者に会議への出席を求め、意見

を聴くことができる。 

 

（庶務） 

第７条 委員会の庶務は、建設部住宅課において処理する。 

 

（その他） 

第８条 この要項に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、市長が別

に定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要項は、平成３０年４月１日から施行する。 

（会議の特例） 

２ この要項の施行の日以後最初に行われる会議の招集は、第６条第１項の規定にか

かわらず、市長が行う。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要項は、令和５年５月１９日から施行する。 
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４．宇治市空き家等対策計画策定委員会 委員等名簿 

 

令和 5年 7月 10日現在 

  （委員） 

氏 名 所属等 

◎ 髙田 光雄 京都美術工芸大学 

○ 橋本 光生 一般社団法人京都府建築士会 

荒木 慎太郎 公益社団法人全日本不動産協会京都府本部 

石田 郁雄 京都司法書士会 

佐藤 信二 独立行政法人都市再生機構 

関口 達也 京都府立大学 

寺川   徹 六原まちづくり委員会・寺川徹建築研究所 

野川 正克 公益社団法人京都府宅地建物取引業協会 

山崎   晶 京都文教大学 

（敬称略、◎会長 ○副会長） 

 

  （オブザーバー） 

氏 名 所属等 

松本  大 独立行政法人都市再生機構 

 

 


